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　一一四国地方B町立「母子健康センターJの栄枯盛衰からー－

　　　　　　　　　　　　　　　　○中山まき子（鳴門教育大学）

　本報告は戦後日本のSexual and Reproddive Health Care についての研究報告第２報である。

第１報では，昭和33年度から厚生省児童局母子衛生課が母子保健政策の一つとして設けた

　「母子健康センター」について，その発案･計画から運営・発展と，歴史的変容過程につ

いて，諸文献とニュースレター（1～144号）を用いて資料分析し，「女性と子ども」「助

産婦と医師」等，施設を核とした主体の在り方とその変容について報告した。

　第２報では，国の政策をいち早く地方行政政策に取り入れた事例の分析結果を報告する。

すなわち昭和33年の国の予算化を受けて，全国に設立された53の母子健康センター施設の

中の一つであるB町立母子健康センターを具体的事例として示す。同施設は，開所から20

年間にわたり地域の母子保健施設の拠点として機能し，昭和53年3月に閉鎖に至った。こ

の一連の歴史的変遷過程を，中山のフィールドワークによって得られた諸資料群中の里営

面から，行政政策面から，施設を活用した住民の声から分析した。その結果，B町立母子

健康センターの設立をめぐっては，施設の役割は明確に存在したが，そこに理念がなかっ

たこと，同施設はB町の出産文化を変える引き金となり，後の「出産の施設化」に大きく

寄与したこと，また施設の存続をめぐっては，「医師と助産婦」。「医師と行政」の権力

構造が深く関与し，開閉を左右したこと，などが分析された。

IQp~7　　　　紙上身上相談にみる大正初期のセクシュアル・ハラスメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臼井　和恵（相憚女子短大）

　　　　　目的　労働条件の決定権限を有する使用者ノ

　　　いて、加害者及び会社の管理責任が同われ、裁判で有罪判決が初めてなされたのは平成5

　　　(1993〉年のことである。性暴力の告発そのものが始まったばかりなのである。被害者であ

　　　る女性が、その性被害を告発することさえもはぱかられる風潮が長く存在したためである。

　　　　本報告は、大正前期における使用者。管理者の男性によりなされる女性へのｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗ

　　　ｽﾒﾝﾄの実態を、当時の紙上身上相談の相談事例をもとに明らかにすることを目的とする。

　　　　方法　読売新聞の紙上身上相談欄である「人生案内」の原型は、大正3 （1914)年に創設

　　　　された。創設日の大正３年５月２日から大正７年末まで４年間の読売新聞「婦人付録」紙

　　　　上の「身の上相談」事例が、本報告の分析素材である。

　　　　結果　大正４年９月　15.16日の記事は、「職業を持つ女の危険一男の中で立ち働く女

　　　の覚悟、悲惨な実例がたくさんある一一一」との見出しであった。同じ職場の男性に処女

　　　　（貞操）を奪われ、捨てられた女性の例を示し、解雇すなわちパンを失っても貞操を守れ

　　　　る婦人が幾人あるのか、と結んでいる。生きていくための生活(パン）か貞操かという発

　　　　想法は、当時の切実な生活問題としての貧困と女性の就労機会の乏しさとに支えられてい

　　　　る。住み込みの女中や奉公人の女性が、使用者に妊娠させられ出産した子どもを、使用者

　　　　と子のないその妻との間の実子として届け出る事例などもある。子のない妻もこの生活を

　　　　容認したのである。女性の個人としての尊厳を汚すものとしてのｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄの概念そ

　　　　のものもなかった大正前期におけるの典型事例を呈示し、その要因を考察したい。
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